
◆健全化判断比率の状況

※実質赤字比率・連結実質赤字比率については、赤字が発生していないため「－」としています。

※将来負担比率については、将来負担額よりも充当可能財源等が上回っており、比率が算定されない

ため「－」としています。

◆資金不足比率の状況

※各会計において資金不足が発生していないため「－」としています。

会計名 令和6年度 令和5年度 経営健全化基準

20.0％

なお、本市では、早期健全化基準・経営健全化基準の該当如何にかかわらず、財政健全化の独自の目
標を定め、実行することが肝要との考えから、龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例および施行
規則を制定しており、これにより本市の持続的な発展を支える財政基盤の強化に向けて、これまで以上
に財政健全化の取組を推進してまいります。

－ －

4.3％ 25.00％ 35.00％

－ 350.00％

令和6年度決算に基づく各公営企業における資金不足比率については、下表のとおり資金不足を生じ
た公営企業はないため、算出されませんでした。

下水道事業会計

－ 12.68％ 20.00％

－ 17.68％ 30.00％

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

－

－

4.4％

－

令和6年度決算に基づき健全化判断比率及び資金不足比率を算定しましたので、地方公共団体の財
政の健全化に関する法律第3条第1項及び第22条第1項の規定に基づき公表します。

令和6年度決算にかかる龍ケ崎市の健全化判断比率等について

区　分 令和6年度 令和5年度 早期健全化基準 財政再生基準

令和6年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表のとおり、いずれの指標も早期健全
化基準を下回りました。

また、令和5年度と比較して実質公債費比率は0.1ポイント上昇しました。将来負担比率は前年度に引
き続き、充当可能財源等が将来負担額を上回ったため、比率は算出されませんでした。



○地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要

【健全化判断比率の公表等】

【財政の早期健全化】

①財政健全化計画を議会の議決を経て策定し、速やかに公表。外部監査が義務付け。

②計画の実施状況を毎年度、議会に報告、公表し、総務大臣・知事へ報告。

③早期の財政健全化が著しく困難と認められる場合、総務大臣又は知事は、必要な勧告が可能。

【財政の再生】

①財政再生計画を議会の議決を経て策定し、速やかに公表。外部監査が義務付け。

②計画を総務大臣に協議し、その同意を求めることができる。

③計画の実施状況を毎年度、議会に報告、公表し、総務大臣へ報告。

④計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限。

⑤計画に総務大臣の同意を得た場合、収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期間内である地

方債(再生振替特例債）の起債が可能。

⑥財政運営が計画に適合しない場合、総務大臣は予算の変更等について勧告が可能。

【公営企業の経営の健全化】

健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合は、「財政再生段階」となり、以下のような取
組が義務付けられるなど、国等の関与による確実な再生を目指すことになります。

公営企業の資金不足比率が経営健全化基準を超えると、経営健全化計画を策定しなければなりませ
ん。経営健全化計画の内容や当該計画に基づく取組は、財政健全化計画の場合と同様です。

地方公共団体(都道府県、市町村及び特別区)は、毎年度、健全化判断比率(実質赤字比率・連結実質
赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率）及び公営企業ごとの資金不足比率を監査委員の審査に付
した上で、議会に報告し、公表しなければなりません。

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、以下のよう
な取組が義務付けられるなど、自主的な改善努力による財政健全化を目指すことになります。



【健全化判断比率の対象範囲】

公営企業に係る特別会計

一部事務組合・広域連合

・稲敷地方広域市町村圏事務組合

・龍ケ崎地方塵芥処理組合

・龍ケ崎地方衛生組合

・利根川水系県南水防事務組合

・茨城県市町村総合事務組合

・茨城租税債権管理機構

・茨城県後期高齢者医療広域連合

・茨城県南水道企業団

地方公社・第三セクター等

・茨城県信用保証協会

一般会計等以外の特別会計

・介護保険事業特別会計
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・国民健康保険事業特別会計
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・後期高齢者医療事業特別会計

一般会計等に属する特別会計

・児童発達支援事業特別会計



○健全化判断比率等の算定結果

1　実質赤字比率

実質赤字比率 ＝

・一般会計等の実質赤字額： 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質

赤字の額

・実質赤字の額＝ 繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

＜令和6年度決算における一般会計等の実質収支額の内訳＞

(単位：千円)

　本市の一般会計等の実質収支は黒字であるため、実質赤字比率は該当しません。

△ 7.45実質赤字比率　（％）

一般会計等の実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、資金不足の程度（財政運営の深刻度）を
表す指標です。これが生じた場合は、赤字の早期解消を図る必要があります。

標準財政規模

一般会計等の実質赤字額

児童発達支援事業特別会計

標準財政規模

実質収支額会計名

一般会計

2

合　計

1,225,044

16,436,537

1,225,046



2　連結実質赤字比率

連結実質赤字比率 ＝

・連結実質赤字額： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

　イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

　　　実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

　ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

　ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

　ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

＜令和6年度決算における連結実質収支額の内訳＞

(単位：千円)

　本市の連結実質収支は黒字であるため、連結実質赤字比率は該当しません。

97,658

連結実質赤字比率　（％） △ 8.81

介護保険事業特別会計

標準財政規模 16,436,537

合　計 1,449,246

国民健康保険事業特別会計 20,303

下水道事業会計 101,479

後期高齢者医療事業特別会計 4,760

一般会計 1,225,044

児童発達支援事業特別会計 2

全会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、市全体の資金不足の程度（財政運営の深刻
度）を表す指標です。これが生じた場合は、問題のある赤字会計が存在することとなり、赤字の早期解消
を図る必要があります。

連結実質赤字額

標準財政規模

会計名 実質収支額・資金剰余額



3　実質公債費比率

実質公債費比率 ＝

・準元利償還金： イからホまでの合計額

　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年

　当たりの元金償還金相当額

　ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充て

　たと認められるもの

　ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財

　源に充てたと認められるもの

　ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　ホ　一時借入金の利子

＜実質公債費比率の内訳＞

(単位：千円)

　本市の実質公債費比率は、早期健全化基準には該当しません。

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（特定財源＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋ 準元利償還金） －

(4)基準財政需要額算入額

B  (5)－(4)

実質公債費比率　(単年度)　Ａ/B×100  (％）

実質公債費比率　(3カ年平均)　（％）

早期健全化基準　（％）

財政再生基準　（％）

(2)準元利償還金

(3)特定財源

(4)基準財政需要額算入額

A　(1)＋(2)－(3)－(4)

(5)標準財政規模

565,131

1,900,687

603,258

16,135,643

1,934,860

1,723,269

14,713,268

1,934,860

4.7

13,880,655

4.3

734,033

35.0

448,719

1,723,269

697,577

16,436,537

4.4

1,900,687

14,234,956

4.2

25.0

550,483

令和6年度 令和5年度 令和4年度区　分

599,322

15,815,515

536,334 719,272

(3カ年平均)

2,333,231 2,335,156 2,365,280(1)元利償還金

一般会計等が負担する元利償還金などの実質的な公債費の標準財政規模等に対する比率で、固定経
費である公債費等による負担の程度（財政運営の自由度）を表す指標です。この比率が18%を超えると
起債に総務大臣等の許可が必要となり、25%を超えると一部の起債が制限されます。



4　将来負担比率

将来負担比率 ＝

＜令和6年度決算における将来負担比率の内訳＞

(単位：千円)

　本市は将来負担額よりも充当可能財源等が上回っているため、将来負担比率は算定されません。

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額

3,418,983

18,291,024

退職手当負担見込額

区　分 金　額

28,381,194

22,917,027

2,354,028

1,723,269

14,713,268

△ 5.0

350.0

0

△ 739,954

16,436,537

0

0

1,782,714

充当可能基金

(2)　充当可能財源等

組合等連結実質赤字額負担見込額

連結実質赤字額

設立法人等負債額等負担見込額

29,121,148

7,411,141

(1)　将来負担額

地方債現在高

債務負担行為支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

516,036

一般会計等が将来負担すべき地方債などの実質的な負債の標準財政規模等に対する比率で、将来の
歳出圧力の程度を表す指標です。この比率が高いと、今後、公債費等の増大により財政運営が圧迫され
るなどの問題が生じる可能性が高くなります。

811,389

早期健全化基準　（％）

将来負担比率　Ａ/B×100　（％）

Ｂ　(3)－(4)

(4)　基準財政需要額算入額

(3)　標準財政規模

Ａ　(1)－(2)

基準財政需要額算入見込額

充当可能特定歳入



5　資金不足比率

資金不足比率 ＝ ※経営健全化基準　20.0％

・資金の不足額＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債現在高）－ 解消可能資金不足額

・事業の規模＝ 営業収益に相当する収入の額－ 受託工事収益に相当する収入の額

＜令和6年度決算における各公営企業の資金不足額等の内訳＞

(単位：千円)

※各会計において資金不足が発生していないため「－」としています。

　下水道事業会計は、資金に剰余があるため、資金不足比率は該当しません。

会計名 資金不足比率（％）

101,479 1,228,000

資金不足額・剰余額 事業規模

－

公営企業の資金不足額の事業規模に対する比率で、資金不足の程度（経営状況の深刻度）を表す指
標です。各公営企業ごとに算定します。

資金の不足額

事業の規模

下水道事業会計


